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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第83期

中間連結会計期間
第84期

中間連結会計期間
第83期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 65,688,258 67,913,225 163,018,353

経常利益 (千円) 6,650,262 6,157,628 18,220,493

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 4,474,442 3,919,508 12,845,281

中間包括利益又は包括利益 (千円) 6,741,416 3,098,552 18,531,151

純資産額 (千円) 124,602,479 134,322,372 133,975,028

総資産額 (千円) 162,849,822 170,315,860 203,845,466

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 129.93 113.79 372.99

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 75.8 78.0 65.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 22,499,015 24,431,148 5,241,817

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,644,461 △2,115,005 △4,899,419

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,000,478 △22,834,628 4,517,623

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 21,568,489 20,055,951 20,574,436
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 ３　当社は株式給付信託（ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust））を導入しており、株主資本の自己株式として計

上されている当該信託が保有する当社株式は１株当たり中間（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について変更があった

項目は、以下のとおりです。

なお、文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」の項目番

号に対応するものであります。

 
(5) 法的規制等

建設業においては、建設業法、建築基準法、労働安全衛生法及び独占禁止法等により法的な規制を受けてお

ります。当社グループでは、コンプライアンスマニュアルを策定するとともに、コンプライアンス委員会及び

リスク管理委員会を開催し、コンプライアンス体制の確立、浸透、定着や法的リスクの未然防止を図っており

ます。しかしながら、これらの法律の改廃、法的規制の新設、運用基準の変更等が行われた場合、また、法的

処分等を受けた場合は当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

対策として当社グループは、事業活動に関係する法律の改廃、法的規制の新設、運用基準の変更等や法的処

分等を受けた場合の再発防止について各種会議体や社内研修による社内周知を実施しております。

当社は、2025年11月11日に都営地下鉄等の軌道保守工事の入札に関し、及び2026年５月19日に北海道新幹線

の軌道敷設工事の入札に関し、それぞれ独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立ち入り

検査を受けました。当社といたしましては、公正取引委員会の調査に全面的に協力しており、また、当社は、

このような事態に至ったことを重く受け止め、2026年６月５日付けで独立社外取締役・独立社外監査役を含め

た有識者により構成される「有識者調査委員会」を設置しております。引き続き、当社は、同委員会の調査に

よってこのような事態に至った原因や背景を分析し、及びこれに対する再発防止策について専門的な見地も踏

まえた上で、当社グループ全体として厳正に対応してまいります。

都営地下鉄等の軌道保守工事の入札に関しては、2026年10月８日に公正取引委員会より独占禁止法に基づく

排除措置命令書(案)および課徴金納付命令書(案)に関する意見聴取通知書を受領しました。これにより、現時

点における見積額として、当中間連結会計期間において、独占禁止法関連損失引当金繰入額131,130千円を特別

損失に計上しました。北海道新幹線の軌道敷設工事の入札に関しても、公正取引委員会による調査の結果、行

政処分等を命じられる場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間の業績につきましては、受注高は69,071百万円（前年同期比10,648百万円増加）となり、売

上高は各種繰越工事が順調に進捗したことや、付帯事業の売上が増加したことなどにより67,913百万円（前年同期

比2,224百万円増加）となりました。

利益につきましては、売上総利益は11,243百万円（前年同期比455百万円増加）、営業利益は5,774百万円（前年

同期比495百万円減少）、経常利益は6,157百万円（前年同期比492百万円減少）、親会社株主に帰属する中間純利益

は3,919百万円（前年同期比554百万円減少）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上

高を記載しております。

（土木事業）

受注高は46,928百万円（前年同期比15.6％増）、売上高は45,420百万円（前年同期比0.6％減）、次期繰越高は

75,910百万円となりました。

セグメント利益は3,413百万円（前年同期比22.0％減）となりました。

（建築事業）

受注高は22,143百万円（前年同期比24.3％増）、売上高は17,279百万円（前年同期比7.7％増）、次期繰越高は

38,552百万円となりました。

セグメント利益は1,596百万円（前年同期比17.1％増）となりました。

（その他）

売上高は5,213百万円（前年同期比32.0％増）で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入でありま

す。

セグメント利益は757百万円（前年同期比45.4％増）となりました。

 
当中間連結会計期間末における資産合計は170,315百万円（前年度末比33,529百万円減少）となりました。主な要

因は、受取手形・完成工事未収入金等の減少であります。

負債合計は、35,993百万円（前年度末比33,876百万円減少）となりました。主な要因は、短期借入金の減少であ

ります。

純資産合計は、134,322百万円（前年度末比347百万円増加）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前年度末比518百万円減少し、20,055百万円となりまし

た。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

売上債権の回収額の増加等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期比1,932百万円収入が増加

し24,431百万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

関係会社株式の取得による支出の減少等により、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期比1,529百万

円支出が減少し2,115百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金の返済による支出の増加等により、財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期比9,834百万円

支出が増加し22,834百万円の支出となりました。

 

(3)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の対処すべき課題につ

いて重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は79百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 7,638 22.12

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ

3,953 11.45

株式会社日本カストディ銀行（信
託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 2,423 7.02

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１丁目２－23 1,088 3.15

東鉄工業社員持株会
東京都新宿区信濃町34
ＪＲ信濃町ビル４階

895 2.59

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３
東京ビルディング

759 2.20

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 731 2.12

第一建設工業株式会社 新潟県新潟市中央区八千代１丁目４－34 547 1.59

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

537 1.56

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 525 1.52

計  19,099 55.32
 

(注)  １　上記のほか、当社所有の自己株式が1,573千株あり、発行済株式総数に対する割合は4.36％であります。な

お、当該自己株式には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」にかかる信託口が保有する当社株式79千株を含めてお

りません。

 ２　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,981千

株であり、それらの内訳は、投資信託設定分1,847千株、年金信託設定分134千株となっております。

　　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は2,147千株であり、

それらの内訳は、投資信託設定分1,802千株、年金信託設定分345千株となっております。

　　　３　2026年９月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社

が2026年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間

末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、

その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

三井住友トラスト・アセットマ
ネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 1,166 3.23

アモーヴァ・アセットマネジメ
ント株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 355 0.99
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

1,573,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

343,919 ―
34,391,900

単元未満株式
普通株式

― 一単元（100株）未満の株式
134,700

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 343,919 ―
 

(注)  １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権

20個)含まれております。また、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として信託が保有する当社株式

79,100株（議決権791個）が含まれております。なお、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として信託

が保有する当社株式に係る議決権の数791個は、議決権不行使となっております。

 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都品川区広町２丁目
１番21号

1,573,400 ― 1,573,400 4.36

計 ― 1,573,400 ― 1,573,400 4.36
 

（注）「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として信託が保有する当社株式79,100株は、上記自己保有株式には含

まれておりません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

取締役
常務執行役員
経営企画本部長

中 村 賢 史
1962年
９月23日生

1986年４月 株式会社富士銀行入行

(注) 3,700
2026年
６月25日

2008年４月 株式会社みずほ銀行北沢支店長

2010年４月 ビジネスソリューション部長

2013年７月 株式会社みずほフィナンシャル
グループ企画グループ管理部
長、株式会社みずほ銀行管理部
長

2017年７月 当社入社
執行役員建築本部建築営業部長

2019年６月 執行役員管理本部副本部長、総
務部長

2022年６月 常務執行役員業務改善推進本部
長、経営企画本部副本部長、管
理本部副本部長

2025年６月 常務執行役員業務改善推進本部
長、経営企画本部副本部長、Ｄ
Ｘ推進室長

2026年６月 取締役常務執行役員
経営企画本部長(現任)

 

(注) 取締役の任期は、2026年３月期に係る定時株主総会終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時まで

　　 であります。

 
(2) 退任役員

 

役職名 氏名 退任年月日

取締役
専務執行役員経営企画本部長

下　村　　光 2026年６月25日
 

 
(3) 役職の異動

 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員建築本部長

取締役
常務執行役員建築本部長、

ＤＸ推進副室長
小　川　永　一 2026年６月25日

 

 
(4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

 
男性10名　女性2名 （役員のうち女性の比率16.7％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 20,574,436 20,055,951

  受取手形・完成工事未収入金等 121,605,185 84,485,994

  未成工事支出金等 ※１  4,369,278 ※１  8,924,645

  その他 2,080,222 1,909,601

  貸倒引当金 △6,829 △9,628

  流動資産合計 148,622,293 115,366,565

 固定資産   

  有形固定資産 23,007,624 23,021,734

  無形固定資産 418,087 668,930

  投資その他の資産   

   投資有価証券 22,164,087 21,004,627

   その他 9,677,186 10,291,909

   貸倒引当金 △43,813 △37,906

   投資その他の資産合計 31,797,460 31,258,630

  固定資産合計 55,223,172 54,949,295

 資産合計 203,845,466 170,315,860
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 26,420,466 17,317,172

  短期借入金 20,000,000 －

  未払法人税等 3,286,955 2,000,811

  未成工事受入金 1,140,148 1,666,605

  完成工事補償引当金 186,008 84,618

  工事損失引当金 67,843 40,277

  賞与引当金 2,608,754 2,695,107

  独占禁止法関連損失引当金 － 131,130

  資産除去債務 138,314 155,320

  その他 8,580,238 4,157,857

  流動負債合計 62,428,730 28,248,899

 固定負債   

  修繕引当金 1,301,779 1,723,880

  退職給付に係る負債 870,974 903,638

  役員株式給付引当金 123,731 129,262

  役員退職慰労引当金 22,389 17,814

  資産除去債務 140,986 281,545

  その他 4,981,845 4,688,446

  固定負債合計 7,441,707 7,744,588

 負債合計 69,870,437 35,993,488

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 3,166,700 3,166,700

  利益剰余金 118,534,905 119,692,280

  自己株式 △3,859,211 △3,845,997

  株主資本合計 120,652,394 121,822,983

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,924,585 7,160,982

  退職給付に係る調整累計額 4,088,154 3,945,348

  その他の包括利益累計額合計 12,012,740 11,106,331

 非支配株主持分 1,309,893 1,393,056

 純資産合計 133,975,028 134,322,372

負債純資産合計 203,845,466 170,315,860
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高   

 完成工事高 61,739,479 62,700,178

 付帯事業売上高 3,948,778 5,213,047

 売上高合計 65,688,258 67,913,225

売上原価   

 完成工事原価 51,967,184 52,733,471

 付帯事業売上原価 2,932,785 3,936,025

 売上原価合計 54,899,969 56,669,497

売上総利益   

 完成工事総利益 9,772,295 9,966,706

 付帯事業総利益 1,015,993 1,277,021

 売上総利益合計 10,788,288 11,243,728

販売費及び一般管理費 ※１  4,517,640 ※１  5,468,813

営業利益 6,270,648 5,774,914

営業外収益   

 受取利息 6,527 13,988

 受取配当金 310,114 393,177

 持分法による投資利益 35,159 －

 その他 45,403 47,437

 営業外収益合計 397,205 454,603

営業外費用   

 支払利息 12,242 26,106

 持分法による投資損失 － 45,765

 その他 5,349 16

 営業外費用合計 17,592 71,889

経常利益 6,650,262 6,157,628

特別利益   

 固定資産売却益 796 16,570

 投資有価証券売却益 35,035 －

 特別利益合計 35,831 16,570

特別損失   

 固定資産売却損 － 10

 固定資産除却損 4,061 11,075

 独占禁止法関連損失引当金繰入額 － 131,130

 特別損失合計 4,061 142,215

税金等調整前中間純利益 6,682,032 6,031,982

法人税、住民税及び事業税 2,013,846 1,875,927

法人税等調整額 136,977 152,500

法人税等合計 2,150,824 2,028,427

中間純利益 4,531,208 4,003,554

非支配株主に帰属する中間純利益 56,766 84,046

親会社株主に帰属する中間純利益 4,474,442 3,919,508
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 4,531,208 4,003,554

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,274,274 △762,196

 退職給付に係る調整額 △64,066 △142,806

 その他の包括利益合計 2,210,207 △905,002

中間包括利益 6,741,416 3,098,552

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 6,663,415 3,013,099

 非支配株主に係る中間包括利益 78,001 85,453
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 6,682,032 6,031,982

 減価償却費 1,332,071 1,638,636

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,504 △3,108

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △125,766 △101,390

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △47,802 △27,566

 賞与引当金の増減額（△は減少） 132,179 86,352

 修繕引当金の増減額（△は減少） 129,020 422,101

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △23,075 32,664

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 1,276 5,531

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,532 △4,575

 
独占禁止法関連損失引当金の増減額（△は減
少）

－ 131,130

 受取利息及び受取配当金 △316,642 △407,165

 支払利息 12,242 26,106

 持分法による投資損益（△は益） △35,159 45,765

 投資有価証券売却損益（△は益） △35,035 －

 売上債権の増減額（△は増加） 34,356,859 37,119,190

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,212,159 △4,555,366

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,493,922 △9,103,293

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 118,848 526,456

 その他 △4,407,370 △4,905,165

 小計 25,068,624 26,958,289

 利息及び配当金の受取額 316,642 407,165

 利息の支払額 △12,242 △26,106

 法人税等の支払額 △2,874,008 △2,908,199

 営業活動によるキャッシュ・フロー 22,499,015 24,431,148

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,184,269 △1,961,422

 有形固定資産の売却による収入 796 16,560

 投資有価証券の売却による収入 46,977 －

 関係会社株式の取得による支出 △1,964,649 －

 その他 △543,318 △170,143

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,644,461 △2,115,005

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 － 5,000,000

 短期借入金の返済による支出 △10,000,000 △25,000,000

 リース債務の返済による支出 △65,231 △71,411

 自己株式の取得による支出 △271 △416

 配当金の支払額 △2,932,820 △2,760,510

 非支配株主への配当金の支払額 △2,155 △2,290

 財務活動によるキャッシュ・フロー △13,000,478 △22,834,628

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,854,075 △518,485

現金及び現金同等物の期首残高 15,714,414 20,574,436

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  21,568,489 ※  20,055,951
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【注記事項】

(追加情報)

(公正取引委員会による立ち入り検査について)

当社は、2025年11月11日、都営地下鉄等の軌道保守工事の入札に関し、及び2026年５月19日に北海道新幹線の軌

道敷設工事の入札に関し、それぞれ独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立ち入り検査を受

け、以降、同委員会の検査に全面的に協力してまいりました。当社は、2026年10月８日、都営地下鉄等の軌道保守

工事の入札に関し、同委員会より独占禁止法に基づく排除措置命令書(案)および課徴金納付命令書(案)に関する意

見聴取通知書(以下、意見聴取通知書)を受領しました。これにより、現時点における見積額として、当中間連結会

計期間において、独占禁止法関連損失引当金繰入額131,130千円を特別損失に計上しました。

なお、当該金額は、受領した課徴金納付命令書(案)に基づき当社が見積もったものであり、今後の進捗に伴い変

動することがあります。当社といたしましては、意見聴取通知書の内容を精査、確認するとともに、同委員会から

説明を受けたうえで、今後の対応につき慎重に検討してまいります。

 
(中間連結貸借対照表関係)

 

※１　未成工事支出金等の内訳

 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

未成工事支出金 1,545,478千円 5,334,398千円

未成業務支出金 338,842 528,114 

商品及び製品 975,239 874,875 

材料貯蔵品 1,509,718 2,187,256 

　　　　計 4,369,278 8,924,645 
 

 

２　偶発債務(保証債務)

　下記の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

(銀行借入金保証)     

　従業員(住宅融資制度) 22,353千円 20,442千円
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(中間連結損益計算書関係)

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

従業員給料手当 1,493,975千円 1,673,774千円

賞与引当金繰入額 670,182 682,059 

退職給付費用 41,340 △17,838 

役員株式給付引当金繰入額 31,003 23,506 

貸倒引当金繰入額(△は戻入額) △2,404 2,799 
 

 

２ 売上高の季節的変動

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 

至 2026年９月30日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが連結会計年度の下半

期に集中しているため、上半期の売上高に比べ、下半期の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がありま

す。

 

　３　当社グループは、当中間連結会計期間に係る有価証券の減損処理の方法として、切放し法を適用しておりま

す。

 
　４　当社グループは、当中間連結会計期間に係る棚卸資産の帳簿価額の切下げの方法として、切放し法を適用して

おります。

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金預金勘定 21,568,489千円 20,055,951千円

現金及び現金同等物 21,568,489 20,055,951 
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(株主資本等関係)

　

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,934,778 85 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

（注）2025年６月26日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対

する配当金7,973千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月13日
取締役会

普通株式 2,416,871 70 2025年９月30日 2025年12月12日 利益剰余金
 

（注）2025年11月13日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する

配当金5,943千円が含まれております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,762,132 80 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

（注）2026年６月25日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対

する配当金6,792千円が含まれております。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日
取締役会

普通株式 2,624,020 76 2026年９月30日 2026年12月11日 利益剰余金
 

（注）2026年11月12日取締役会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する

配当金6,011千円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

一時点で移転される

財又はサービス
13,605,115 2,009,896 15,615,012 3,722,956 19,337,969 － 19,337,969

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
32,093,576 14,030,890 46,124,467 － 46,124,467 － 46,124,467

顧客との契約から生じる収益 45,698,692 16,040,786 61,739,479 3,722,956 65,462,436 － 65,462,436

その他の収益 － － － 225,822 225,822 － 225,822

外部顧客への売上高 45,698,692 16,040,786 61,739,479 3,948,778 65,688,258 － 65,688,258

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 365,398 365,398 197,136 562,535 △562,535 －

計 45,698,692 16,406,185 62,104,878 4,145,915 66,250,793 △562,535 65,688,258

セグメント利益 4,376,218 1,363,102 5,739,320 520,861 6,260,182 10,466 6,270,648
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額10,466千円は、セグメント間取引消去4,982千円及び固定資産の未実現損益の調整

額5,484千円であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

一時点で移転される

財又はサービス
14,304,426 2,110,043 16,414,470 4,976,900 21,391,371 － 21,391,371

一定の期間にわたり移転される

財又はサービス
31,115,762 15,169,945 46,285,707 － 46,285,707 － 46,285,707

顧客との契約から生じる収益 45,420,189 17,279,988 62,700,178 4,976,900 67,677,078 － 67,677,078

その他の収益 － － － 236,146 236,146 － 236,146

外部顧客への売上高 45,420,189 17,279,988 62,700,178 5,213,047 67,913,225 － 67,913,225

セグメント間の

内部売上高又は振替高
380 161,659 162,039 461,509 623,549 △623,549 －

計 45,420,569 17,441,648 62,862,218 5,674,557 68,536,775 △623,549 67,913,225

セグメント利益 3,413,069 1,596,454 5,009,524 757,176 5,766,700 8,214 5,774,914
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額8,214千円は、セグメント間取引消去2,701千円及び固定資産の未実現損益の調整額

5,512千円であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 129円93銭 113円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 4,474,442 3,919,508

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
 中間純利益(千円)

4,474,442 3,919,508

普通株式の期中平均株式数(千株) 34,436 34,443
 

(注)１ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり中間純利益の算定上、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式は期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。なお、期中平均株式数の計算において控除した当該自己株式の期中

平均株式数は、前中間連結会計期間において90千株、当中間連結会計期間において82千株です。
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(重要な後発事象)

（株式会社プロスタエクセキューションの株式の取得）

当社は、2026年11月12日開催の取締役会において、株式会社プロスタエクセキューションの株式を取得し連結

子会社とすることを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。

 

 １．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社プロスタエクセキューション

事業の内容　　　　　鉄道工事に係る運転保安業務人材の派遣・出向等

（2）企業結合を行う主な理由

鉄道関連工事のリーディングカンパニーである当社が、鉄道関連工事に必要な運転保安業務に関する豊富

な実績と専門人材を有している株式会社プロスタエクセキューションを連結子会社化することにより、運転

保安業務に関する専門人材の安定的な確保および育成機能の強化を図るとともに、当社グループの鉄道関連

工事における施工体制のさらなる強化と持続的な成長基盤の構築を目的としております。

（3）企業結合日

2026年12月１日（株式取得予定日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

（5）結合後企業の名称

株式会社プロスタエクセキューション（商号変更予定）

（6）取得する議決権比率

66.6％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによります。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 333,000千円

取得原価  333,000千円
 

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

 

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 

２ 【その他】

第84期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月12日開催の取締役会において、

2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 2,624,020千円

② １株当たりの金額 76円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年12月11日
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する配当金6,011千円が含まれておりま

す。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

半期報告書

22/24



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月12日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

東京事務所
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士 冨　樫   高 宏  

業 務 執 行 社 員
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士 田 坂   真 子  

業 務 執 行 社 員
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

　
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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